
Ⅱ インクルーシブ教育システム推進のために ２ 全校的な教育支援体制の確立のために 

 

 

 
福島県特別支援教育センター 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）校内委員会の設置と運営 

本県では、平成１６年度に公立小・中学校、平成１７年度に県立高等学校に、特別支

援教育の推進のため、特別支援教育コーディネーターの指名と校内委員会の設置を行い

ました。様々な支援の必要な児童生徒について、この校内委員会の内容を改めて整理し

直し、機能させていくことが教育支援体制の充実につながります。 

（ｂ）校内委員会の役割の明確化と支援までの手順 

平成２９年 3 月に文部科学省から出された「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に

対する教育支援体制整備ガイドライン」には、次のように述べられています。 

校長のリーダーシップの下、全校的な教育支援体制を確立し、教育上特別の支援を必

要とする児童等の実態把握や支援内容の検討等を行うため、特別支援教育に関する委員

会（校内委員会）を設置します。 

（１）特別支援教育に関する委員会 

（校内委員会）の役割とは 

平成２９年 3 月に文部科学省から出された「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒

に対する教育支援体制整備ガイドライン」には、次のように述べられています。 

校内委員会は、下記の役割を担います。 

○児童等の障害による学習上又は生活上の困難の状態及び教育的ニーズの把握。 

○教育上特別の支援を必要とする児童等に対する支援内容の検討。 

（個別の教育支援計画等の作成・活用及び合理的配慮の提供を含む。） 

○教育上特別の支援を必要とする児童等の状態や支援内容の評価。 

○障害による困難やそれに対する支援内容に関する判断＊１を、専門家チームに求めるか

どうかの検討。 

○特別支援教育に関する校内研修計画の企画・立案。 

                           次ページへ続きます。 

日々、多忙な業務の中、新しいチームを作って支援

体制を整えていくのは難しいです。 

その通りです。だからこそ、既存の校内委員会の業務内容

を見直し、しっかりと機能させることが大切です。就学指導
の話だけになっていませんか？ 
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校内委員会を設置するに当たっては、独立した委員会として新規に設置したり、既存

の学校内組織（生徒指導部会等）に校内委員会の機能を持たせるなどの方法があります。

それぞれの利点があり、各学校の実情を踏まえて設置することが大切です。 

また、校内委員会の構成員としては、例えば、管理職、特別支援教育コーディネータ

ー、主幹教諭、指導教諭、通級担当教員、特別支援学級担任、養護教諭、対象の児童等

の学級担任、学年主任等が考えられます。大切なことは、各学校の規模や実情に応じて、

学校としての方針を決め、教育支援体制を作るために必要な者を校長が判断した上で、

構成員とすることです。 

子どもを一人で悩ませない。担任を一人で悩ませない。 

だからこそのチーム！ 

○教育上特別の支援を必要とする児童等を早期に発見するための仕組み＊２作り。 

○必要に応じて、教育上特別の支援を必要とする児童等の具体的な支援内容を検討する

ためのケース会議を開催。 

○その他、特別支援教育の体制整備に必要な役割。 

 

＊１ 障害の有無の判断を校内委員会や教員が行うものではないことに十分に留意する必要があ

ります。 

＊２ 各学校に在籍する児童等は、特別支援学校と異なり、全ての児童等が障害による学習上又は

生活上の困難があるわけではないため、各学校における校内委員会の役割として、障害によ

る困難のある児童等を早期に支援する仕組み（早期に気付くための教員の研修の実施、判断

の参考となるツールの活用、保護者からの相談体制（合理的配慮の提供プロセスを含む）、前

の在籍校等からの支援内容の適切な引き継ぎ体制等）を作ることが重要です。 

（ｃ）校内委員会の組織及び構成について 

詳しい実際の取り組みについては「☆気付き、つながりを

助けるコーディネートアイディア」にて紹介します！ 

校内での特別支援教育の推進の中心となる「校内委員会」の在

り方をもう一度確認していくことが大切です。校内委員会の役割

を明確にし、支援までの手順を理解することで、チームが機能で

きるようにコーディネートできます。（＊外部機関との連携について

は、Ⅳ章でお伝えしていきます。） 

 

平成２９年 3 月に文部科学省から出された「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒

に対する教育支援体制整備ガイドライン」には、次のように述べられています。 


